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平成 22 年 3 月に成立した「雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 22 年法律第 15 号）」




























－ 20 － 
険・積立金の位置付けを確認しておきたい。 
平成 15 年 2 月 25 日の衆議院財務金融委員会において、当時の塩川正十郎・財務大臣が「母
屋ではおかゆ食って、辛抱しようとけちけち節約しておるのに、離れ座敷で子供がすき焼き食っ
ておる」と答弁した頃から、本格的な特別会計の見直しが始まった。「簡素で効率的な政府を実
現するための行政改革の推進に関する法律（平 18 法第 47 号）」第 17 条は、平成 18 年度から
22 年度までの間において特別会計改革を推進すると規定し、その間、財政融資資金特別会計の
積立金（金利変動準備金）の取崩しによる一般会計への繰入れなどが行われた。その結果、特
別会計全体の積立金・資金等の規模は、平成 20 年度の 193 兆 8,400 億円から 23 年度には 161
兆 7,941 億円へと、3 年間で 16.5％減少している5。そして、そこにおける雇用保険・積立金6の
規模は、平成 20 年度の 55,821 億円（全体に占める割合は 2.9％）から 40,112 億円（同 2.5％）

















保険料の徴収も別々に行われていたが、事務の円滑化を図るため、昭和 44 年 12 月に労働保険
徴収法が成立し、昭和 47 年 4 月 1 日に施行されて徴収事務が一元化されることとなった。 
                                                      
5 特別会計の積立金・資金等の総規模は、参議院予算委員会調査室（平成 23）の計数。 
6 雇用保険は労使保険料を主な財源としていることから、法律上、その剰余金等を一般会計へ繰り入れる
ことは規定していない（特別会計に関する法律第 99 条第 2 項第 2 号）。そのため、いわゆる「埋蔵金」と
しては扱われてこなかった。 






























                                                      
7 平成 23 年度の保険料率は 1.55％。これは、失業等給付の保険料率 1.2％（事業主負担分 0.6％、労働者負
担分 0.6％）と雇用保険二事業の保険料率 0.35％（全額事業主負担）を合算した料率。なお、1.55％は一般











図表 1 労働保険特別会計における主な資金の流れ 











た運営が行われた結果、積み上がり、平成 5 年度には当該年度の支出規模の 3 倍近い 47,527 億
円まで拡大した。その後、バブル景気の崩壊による失業者や失業給付の受給者の急増から、平
成 6 年度には単年度収支において赤字となり、それ以降毎年度赤字が続いて積立金を取り崩す
                                                      
8 特別会計に関する法律第 101 条第 2 項。 
9 加藤（昭和 60）385 頁。 






























図表  雇用保険制度の概要 
－ 23 － 
こととなった。その後も景気の低迷が続き、失業者数は 300 万人超で高止まり、平成 13 年 7
月には失業率が 4％台から 5％台に上昇した結果、積立金は平成 14 年度に過去最低の 4,064 億

















半分）を 21 年度に限って 1.2％から 0.8％に引き下げたことなどから保険料収入が減少し、平
成 21 年度は収支が赤字となった。その後も、リーマン・ショック等の影響から赤字が続いて、




                                                      
11 労働保険特別会計法を改正して、平成 19 年度末までの間は、失業等給付費を支出するために雇用安定資
金を雇用勘定に受け入れて使用することができることともしている（平成 15 年 5 月 1 日施行）。 









平成14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度（予算）
23年度
（当初予算）
収入 25,886 25,321 25,377 28,978 28,764 22,214 22,896 20,508 22,258 21,439
うち保険料収入 19,211 20,242 20,435 23,856 24,528 19,402 19,664 12,790 18,843 18,670
うち国庫負担金 6,417 4,494 4,267 3,462 1,953 1,190 1,604 5,887 3,002 2,147
うち求職者支援に
係る国庫負担金 - - - - - - - - - 173
支出 26,820 21,321 17,416 16,972 15,261 14,917 15,907 22,481 29,459 23,096
うち求職者給付費 21,469 16,275 12,094 10,916 9,975 9,514 10,012 15,560 20,807 14,736
△ 934 4,000 7,962 12,006 13,503 7,297 6,989 △ 1,973 △ 7,201 △ 1,657
















 雇用保険法施行から 1年後の昭和 51年 6月に閣議決定された第 3次雇用対策基本計画におい
て、成長率が低下する過程での事業転換や雇用縮小を迫られる企業労働者の職業転換対策を整















 雇用安定資金は、設置初年度の昭和 52 年度に 646 億円が積み立てられ、徐々にその規模を拡
大してきた。バブル景気の崩壊後やアジア通貨危機後の不況期などに取り崩されたものの、平
成 14 年 1 月を景気の谷とする長期にわたる景気回復の過程で更に積み上がり、平成 19 年度に
                                                      
14 「平成 21 年度特別会計決算参照書」183 頁。 
15 http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/kaiji/roudou-kessan09-2.html 
16 行政刷新会議：事業仕分け第 3 弾ワーキンググループ A-5 資料（平 22.10.27）。 
17 事業主負担の保険料を活用して、従来は、①雇用安定事業、②能力開発事業、③雇用福祉事業の雇用保
険三事業が実施されていたが、「行政改革の重要方針（平 17.12.24 閣議決定）」に基づいて雇用福祉事業が
廃止され、平成 19 年度から雇用保険二事業となった。 
－ 25 － 
は 10,679 億円の規模に達した。その後、リーマン・ショック等の影響から取り崩されて、平成











 平成 20 年 9 月のリーマン・ショックを契機として、雇用情勢は急速に悪化した。同年 10 月
以降、半年間で約 25 万人の雇用調整が行われた。その間、平成 20 年の年末には、日比谷公園
等に派遣切りされた労働者のための「派遣村」が設置されるなど、雇用問題が社会問題化した。 
遅行指標である雇用関連の指標を見ると、完全失業者数は平成 20 年の 265 万人から翌 21 年
に 336 万人に増加し、完全失業率は平成 21 年 7 月に過去最高の 5.5％（季調値）、有効求人倍
率は平成 21 年 7～9 月に過去最低の 0.43 倍となるなど、リーマン・ショックの影響の大きさが
うかがえる。失業者等に対する失業等給付関係支出も増加し、平成 19 年度 14,917 億円、20 年
度 15,907 億円、そして 21 年度には 22,481 億円が支出された。 
しかし、失業等給付関係の支出規模は、IT 景気が崩壊した平成 12～14 年頃の支出規模より
は小さいものであった。失業者の急増と雇用不安の増大を契機に、雇用問題が「派遣村」設置
                                                      
18 特別会計に関する法律第 104 条第 3 項。 
図表 4 雇用保険二事業（三事業）関係収支状況 
（単位：億円）
平成14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度（予算）
23年度
（当初予算）
収入 5,255 5,123 5,193 5,254 5,401 5,168 5,230 5,022 10,039 6,192
支出 4,854 4,124 3,892 3,683 3,578 3,195 5,649 10,235 12,420 8,295
差引剰余 401 999 1,301 1,571 1,823 1,972 △ 419 △ 5,212 △ 2,381 △ 2,103
雇用安定
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ある。重点的に中小企業の雇用を維持するために、平成 20 年 12 月には雇用調整助成金を見直
して中小企業に配慮した中小企業緊急雇用安定助成金を創設している。 
雇用調整助成金等（中小企業緊急雇用安定助成金を含む。）を受給するために提出された休業
                                                      
19 支給要件等は雇用調整助成金と同じであるが、休業手当の助成率や教育訓練費の上乗せ等が行われてい
る。 
図表 5 雇用調整助成金等に係る休業等実施計画届受理状況（対象者数） 
－ 27 － 
等実施計画届に基づいて対象者数の推移を見ると、平成 20 年度上期は 1,000～3,000 人程度で
あったが、下期の平成 21 年 2 月に 180 万人を、3 月には 230 万人を超えた（図表 5）。4 月には
過去最大の 253 万人となり、支給額も毎月 700 億円を上回る規模の雇用調整助成金等が支給さ
れた。その後、平成 21 年度下半期以降は、支給対象者数が徐々に減少しているものの、数百億




めてみた。被災 3 県における支給対象者数は、従来、全国の 3％程度であったが、東日本大震















 全国ベースで見ると、平成 20 年秋以降、雇用調整助成金等の支給対象者数と支給額が急速に
拡大した背景として、雇用維持に対する事業主側の意識の高まりとともに、経済対策としての
適用要件の相次ぐ緩和を指摘することができる。平成 20 年 12 月の中小企業緊急雇用安定助成
金の創設以降、「生活防衛のための緊急対策（平 20.12.19）」、「経済危機対策（平 21.4.10）」、「緊
                                                      
20 被災地事業主や 2 次下請等事業主に対して、生産量等の確認期間を 3 か月から 1 か月に短縮、支給日数
の別枠 300 日設定、被保険者期間 6 か月未満も助成金対象とするなどの特例措置が設定されている。 
21 朝日新聞社の集計によると、平成 23 年 3 月から 7 月末までの間に被災 3 県から県外に住民票を移した人
は約 8 万 3 千人に上り、県外からの転入者を差し引いた転出超過は 7 月末までに 3 万 6 千人に達する（平
23.9.9 付け朝日新聞）。 
（単位：人、％）
平22/10 11 12 平23/1 2 3 4 5 6 7 8
38,495 36,123 37,658 34,369 32,146 43,356 149,997 242,142 317,198 81,205 78,010
構成比 3.6 3.6 3.8 3.8 4.0 3.7 8.2 14.5 20.5 7.8 8.1
岩手 8,819 9,037 9,628 9,100 8,350 13,167 42,626 56,167 60,590 16,580 17,904
構成比 0.8 0.9 1.0 1.0 1.0 1.1 2.3 3.4 3.9 1.6 1.9
宮城 12,473 11,389 11,873 9,994 9,359 13,191 52,186 101,664 142,584 31,842 29,383
構成比 1.2 1.1 1.2 1.1 1.2 1.1 2.8 6.1 9.2 3.1 3.1
福島 17,203 15,697 16,157 15,275 14,437 16,998 55,185 84,311 114,024 32,783 30,723
構成比 1.6 1.6 1.6 1.7 1.8 1.4 3.0 5.1 7.4 3.2 3.2
1,017,770 965,507 959,075 871,709 778,066 1,130,130 1,681,318 1,424,452 1,232,715 958,858 883,404
構成比 96.4 96.4 96.2 96.2 96.0 96.3 91.8 85.5 79.5 92.2 91.9
1,056,265 1,001,630 996,733 906,078 810,212 1,173,486 1,831,315 1,666,594 1,549,913 1,040,063 961,414




















出した。同法律案は、雇用保険二事業の財源不足を補うため、平成 22 年度と 23 年度において
失業等給付の積立金から借り入れる仕組みを措置することを定めており、平成 22 年 3 月 31 日
に成立した後、同年 4 月 1 日に施行された。 
 なお、法改正を受けて、平成 22 年度当初予算では 4,400 億円が、平成 23 年度当初予算では













                                                      
22 適用対象となる要件を「最近 6 か月の生産量が前年同期比 10％以上減」から「最近 3 か月の生産量が直
前 3 か月又は前年同期比 5％以上減」にするなどの緩和が実施された。 






























                                                      
23 第 174 回国会衆議院厚生労働委員会議録第 10 号（平 22.3.19）5 頁の長妻厚生労働大臣の答弁。 
24 第 174 回国会衆議院会議録第 13 号（平 22.3.11）6 頁の長妻厚生労働大臣の答弁。 
25 第 174 回国会衆議院厚生労働委員会議録第 10 号（平 22.3.19）6 頁の長妻厚生労働大臣の答弁。 
26 第 156 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 9 号（平 15.4.22）22 頁の坂口厚生労働大臣の答弁。 

















第 66 回労働政策審議会雇用保険部会で示された収支試算（図表 7）では、ほぼ収支均衡が図
られるケース 1 の場合には毎年度 127 億円が積立金に対して返済される。この水準に変化がな
いならば 12,200 億円を返済するのに 96 年間もかかることになる。ケース 2 の場合には毎年度











                                                      
27 平成 23 年 8 月 10 日以降に適用される財政融資資金預託金利（10 年以上 11 年未満の場合）。 
28 特別会計に関する法律附則第 20 条の 3 第 3 項。 
－ 31 － 

















との指摘は多い29。しかし、平成 22 年度及び 23 年度における積立金からの借入については、
必ずしも財政の透明性が十分に確保されているとは言い難いのではないだろうか。 












                                                      
29 足立（2006）1 頁、上村（2008）1 頁等。 
ケース1（ほぼ収支均衡ベース） （単位：億円）
平成21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（実績） （予算） （要求） （試算） （試算） （試算） （試算）
収　　　入 5,022 10,039 6,627 5,627 5,627 5,627 5,627
支　　　出 10,235 12,350 8,849 5,500 5,500 5,500 5,500
差引剰余 ▲ 5,212 ▲ 2,311 ▲ 2,222 127 127 127 127
安定資金残高 5,048 2,736 514 514 514 514 514
ケース2 （単位：億円）
平成21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（実績） （予算） （要求） （試算） （試算） （試算） （試算）
収　　　入 5,022 10,039 6,627 5,627 5,627 5,627 5,627
支　　　出 10,235 12,350 8,849 5,500 4,000 4,000 4,000
差引剰余 ▲ 5,212 ▲ 2,311 ▲ 2,222 127 1,627 1,627 1,627

















0501-00　積立金より受入 1,160,106,509 795,235,755 364,870,754
0501-01　失業等給付費財源受入 720,106,509 795,235,755 △ 75,129,246 「特別会計に関する法律」の規定による失業等給付費の財源に充てるための積立金からの受入見込額を計上










0501-00　積立金より受入 215,663,792 1,160,106,509 △ 944,442,717
0501-01　失業等給付費財源受入 165,663,792 720,106,509 △ 554,442,717 「職業訓練の実施等による特定求職者の（中略）」（中略）の財源に充てるための積立金からの受入見込額を計上





0501-00　積立金より受入 1,026,113,831 0 1,026,113,831
0501-01　失業等給付費財源受入 296,113,831 0 296,113,831 「特別会計に関する法律」の規定による失業等給付費の財源に充てるための積立金からの受入見込額の増加







図表 8 特別会計予算書における表記 







くいという意味で「隠れ借金」といわれ、平成 23 年度現在、国民年金国庫負担平準化 4,454 億






















                                                      
30 直近でも、ストックの資金をフローの支出のために活用しようとしたことがある。平成 23 年度当初予算
において、財政融資資金特別会計（財政融資資金勘定）の積立金・剰余金 1.1 兆円を、基礎年金国庫負担
率 1/2 への引上げ財源 2.5 兆円の一部に充当しようとした。しかし、法改正を行うことができず、23 年度












残高 4,454 49,544 4,848 595 26,350
（資料）参議院予算委員会調査室編『平成23年度財政関係資料集』37頁。







の 1 年間で対前年比 33 万人程度の雇用維持効果があったとの試算、平成 21 年第Ⅰ～第Ⅲ四半




















                                                      
31 労働省職業安定局編（昭 50）41 頁。 
32 斎藤（2010）。 
33 内閣府（平成 22）52～53 頁。 
34 会計検査院「平成 7 年度決算検査報告」、「平成 21 年度決算検査報告」など。 
35 斎藤（2010）、中馬他（2002）、小川（1975）など。 
36 厚生労働省職業安定局長による国会答弁（第 171 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 4 号（平 21.3.26）
2 頁）。 







 我が国財政の危機的状況が指摘されて久しい。平成 23 年度補正後予算ベースでは、国・地方












 また、失業等給付保険料率（労使折半）も、失業保険制度が始まった昭和 22 年に 2.2％であっ
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